（様式１）

参 加 表 明 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

静岡県知事　様

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　

　当社は、下記業務のプロポーザルに参加します。

記

１　業務名

令和８年度AIチャットボットによる就農相談システム構築業務委託委託
２　担当者連絡先等

	担当者
所属・氏名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	Ｅ-mail
	


（様式２）

企画提案書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

静岡県知事　様

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　

１　AIチャットボットによる就農相談システムに対する貴社･団体の基本的な考え方

　　

２　システム概要について

	機能
	提案

	AIチャットボット
	

	農業経営シミュレーション
	


３　保守管理費について
	年度
	税抜価格（単位：円）

	R8
	

	R9
	

	R10以降（単年度）
	


（様式３）

企画提案参加に係る誓約書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

静岡県知事　様

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名         　                   　　

　　下記の全ての事項を誓約します。

記

(1) 業務遂行にあたり、豊富な知識・手段を有する者であること。また、充分な事業実施体制を有しており、迅速かつ具体的な打合せ及び連絡調整が行える者であること。

(2) 企画説明（プレゼンテーション）実施日までに、情報システム開発等の業務の委託に係る競争入札参加資格において、「システム開発」、「システム運用・管理」の営業種目について競争入札参加資格を有する者であること。

(3) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。

(4) 労働関係法令に基づく改善命令により、業務制限を受けるなど当事業遂行に支障が生じていない者であること。

(5) 国又は地方公共団体との契約に関して指名停止を受けている期間中でないこと。

(6) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。

(7) 会社法（平成17年法律第86号）による特別清算開始の申立がなされていない者

(8) 破産法（平成16年法律第75号）による破産手続開始の申立がなされていない者

(9) 銀行取引停止処分を受けていない者

(10) 企画提案書の提出日から契約締結時までの期間に、静岡県工事請負契約等に係る入札参加停止等措置要綱（平成元年管第324号）に基づく入札参加停止を受けていないこと

(11) 企画提案書の提出日から契約締結時までの期間に、静岡県の物品調達及び一般業務委託に係る入札参加停止基準（平成18年集用第103号）に基づく指名停止期間中でないこと

(12) 迅速かつ具体的な連絡・調整ができ、緊急時に迅速な対応が可能な者であること。

(13) 次のアからキのいずれかにも該当しない者であること。

ア　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。）

  　イ　個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者

  　ウ　法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴力団員等である者

エ　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者

オ　暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者

　　カ　暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

　　キ　相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結している者

(14) 提出書類の内容については、事実と相違ないこと。
